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　「保育サービスの充実」　　　　　　

　　―仕事と育児の両立のために―　　　　　　　ｋ990127　佐藤美佐子

1．はじめに

日本では、少子化が着実に進んでいる。少子化の主な原因は、晩婚化が進み、出産年齢が上昇していることにあり、その背景には、女性の高学歴化と社会進出が進んだことがある。女性の就業意欲が向上しているため、出産・育児のために仕事を辞め、生活水準を低下させることを望まない人が増え、それに伴って晩婚化が進んでいるのである。

少子化が進むことは、将来的に労働力が不足することを意味する。そうなると現在の経済活動を維持していくことは難しくなる。そこで求められるのが、女性の労働力である。女性の社会進出は近年ますます進んでおり、社会の中で女性が果たす役割は大きくなっている。仕事に対する女性の積極的な姿勢は歓迎されるべきものであるはずだが、実際にはそういう姿勢が晩婚化、さらには少子化を進める要因となってしまっている。だからと言って、女性が働くことが悪いのではない。「家事・育児は女性の仕事」という性別役割分担の意識がいまだに存在し、女性の負担が大きく、仕事か家庭（育児）かという選択をせざるを得なくなっていることが問題なのである。また、女性にとって働きやすい環境の整備が遅れていることも問題である。職場での男女格差は依然として存在しており、女性が働くことに対する理解や女性を受け入れようという体制が不十分である。このような中で仕事をしながら子どもを産み、育てることに不安を感じてしまい、働きたくても働けない女性、子どもが欲しくても産めない女性がいる。これでは少子化に歯止めをかけることなどできず、女性の社会進出の妨げになってしまう。こういった現状を変え、女性が働きやすい社会を実現させるためにも、仕事と育児の両立ができる環境の整備（職場環境の整備、保育サービスの充実）が必要なのである。そのために、企業はもちろんのこと、行政の適切な対応が望まれるのである。

このレポートでは特に、現在の保育サービスの問題点を踏まえ、今後の保育サービスの在り方について述べていきたいと思う。

2．「待機児童」にみる保育サービスの不足

子どもを持つ女性が働くためには、働いている間子どもを預けておける場所が必要である。しかし、延長保育、夜間保育、休日保育など、多様化する利用者のニーズに応えられるような保育サービスの整備が不十分であることが、仕事と育児の両立を難しくしている一因となっている。

また、ニーズに対応できていないために起こっている問題に、「待機児童」問題がある。厚生労働省の定義によると、待機児童とは「保育所入所申込書が市区町村に提出され、かつ、入所要件に該当しているものであって、現に保育所に入所していない児童」1)のことである。この待機児童は、平成12年4月の時点で約3万3000人いた2)ということである。「どうせ入所できない」と諦めているような、統計には表れない部分を加えると、10万人を超えるとみられている。　

少子化が進み、子どもが減っているにもかかわらず待機児童が増えている背景にはやはり、働く女性が増えていることがある。子どもを産んでも働き続けたいと希望する女性はますます増えている。また、不況により母親も働かなければならなくなっているという現実もある。核家族化の進行、共働きの夫婦の増加により、家にいて育児をする人がいない。そうなると必然的に保育所などの保育サービスに頼らざるを得なくなる。しかし、保育所の総数、定員数は足りず、延長保育などの働く親のニーズに応えられるサービスを提供しているところもまだまだ足りない。これにより、待機児童が急激に増えることになったのである。

待機児童の問題でいわれている保育所とは、認可保育所のことである。保育所には、認可保育所と無認可保育所がある。3)認可保育所とは、都道府県や市区町村から認可された施設のことである。認可されるためには、施設設備や職員の資格、保育時間、保育内容等についての最低限の基準4)を満たさなければならない。また、認可保育所は、自治体が運営する公立保育所と自治体の認可を受けて社会福祉法人が運営する私立保育園の二つに分かれている。平成12年4月1日現在、全国に約2万2000か所あり、約180万人の児童が入所している。保育所運営のための経費は、保育料のほか、国、都道府県、市区町村の公費負担で賄われている。

一方、無認可保育所とは、認可を受けないで保育をしている施設のことである。認可保育所のような基準は適用されないが、安全確保のため必要最低限の基準が定められている。無認可保育所の数は、認可の半分ほどだが、年々増加している。公費が補助されている施設もあるが、補助がない施設では、保育料が高く、設備や環境が認可保育所よりも劣っている場合が多い。ただ、保育の質については、認可だから良く、無認可だから悪いとは一概に言えない。認可であることにあぐらをかき、子供に対してひどい扱いをする認可保育所もあるということである。また認可保育所は、多様な保育サービスの実施率が低い、民営の保育所よりも人件費が高いためコストがかかっているという問題もある。無認可保育所も保育の質はバラバラであるが、利用者のニーズに応えるようなサービスを実施しているところも増えている。しかし、民間業者が運営を行うために、利潤追求に走ってしまい、環境が劣悪になってしまう場合もある。虐待や事故などが取り上げられるのは、そういった無認可保育所が多い。

　保育所が足りない、利用者のニーズに応えられるサービスの提供が少ない、保育の質がバラバラである、というのは深刻な問題である。働かなければならず、保育所に預ける以外に方法がないとはいえ、親としては自分の子どもを他人に預けるだけでも不安はあるはずである。それなのに、預ける場所によって対応が違ったり、子どもがひどい扱いを受けたりしたら、保育所への信頼はなくなって当然である。保育サービスへの不信感によって、子どもを産んで育てることへの不安も余計に増してしまうのではないだろうか。今利用している保育所に不満があるからといって、別の保育所に移るのも簡単なことではない。入所するにも基準5)があり、入所できるとは限らない。待機児童がたくさんいることを考えても、入所すること自体が難しいのが現状である。こういう現状を踏まえて、保育所の在り方、保育サービスの在り方を見直していく必要があるのである。

3．保育所の拡充

　待機児童の解消は重要な課題である。政府もこれまでに、「エンゼルプラン」6)（平成7年度から11年度）や「新エンゼルプラン」7)（平成12年度から16年度）などを策定し、具体的な数値目標を掲げて保育所の拡充に取り組み、「少子化対策臨時特例交付金」8)（平成11年度）を交付して少子化対策の普及・促進を図ってきている。また、保育所を設置しやすくし、自治体が待機児童の解消等に柔軟に対応できるように規制緩和を実施9)（平成12年）している。しかし、待機児童の解消は簡単に成し遂げられることではないようである。

　待機児童の解消のためには、保育所、特に認可保育所を増やす必要がある。問題がある認可保育所もあるが、自治体からの認可という後ろ盾があるとないとでは、利用者からの需要の大きさに違いが出る。認可保育所に空きがないから仕方なく無認可を利用しているという利用者がいることからも、安心して子どもを預けられる認可保育所を増やすことが必要であることがわかる。しかし、前述したように、認可を受けるには最低基準を満たしていなければならない。また、設置主体が自治体と社会福祉法人に限られていた。このため、認可保育所を新たにつくるには、基準を満たしているかどうかの審査のために時間がかかり、自治体の財政負担も大きい。よってなかなか新設が進まなかったのである。この状態を変えるために行われたのが規制緩和である。

　この規制緩和では、①保育所設置に係る主体制限の撤廃、②定員規模要件の引き下げ、③資産要件の緩和が行われた。①では、それまでは認可保育所の設置を原則として自治体・社会福祉法人に限っていたが、株式会社やＮＰＯ等にも認めた。②では、30人以上であった定員規模を20人以上とした。③では、土地・建物の貸与を民間からも可能にした。この結果、規制緩和が行われた平成12年3月30日から平成13年4月1日までの間に、50件の保育所の認可（届出）が行われ、定員は1728人増加した。規制緩和の実施からまだ1年余りしか経過していないため、待機児童を完全に解消できるほど認可保育所は増えてはいない。しかし、こういった規制緩和がなければ、認可保育所の不足はいつまでたっても解決できないだろう。

この規制緩和のうちでも、主体制限の撤廃は大きな意味を持つと思われる。社会福祉法人以外の株式会社やＮＰＯ等による認可保育所の設置が促進されることによって、保育所が増加する可能性が高まるからである。需要に対して供給が圧倒的に不足している現在の保育サービスを変えるためには、新規参入者を増やすことは不可欠であると思われる。参入者が増え、保育所同士による競争が生まれれば、その中で保育所の質も上がり、多様なニーズに対応する保育所も増えるはずである。逆に、利用者のニーズに応えることのできない保育所は淘汰されるはずであり、結果的に利用者にとって望ましい保育サービスの提供が行われる可能性が生まれるのである。

民間企業やＮＰＯの参入により保育所を増やすことは、今後も続けていくべきである。しかし、規制緩和が実施されたとはいえ、現段階での新規参入はまだ難しいということである。これまでは、保育所同士の競争はあってもそれほど激しくはないか、ほとんどなかったと考えられる。そこに、新規に参入しようという動きがあると、既存の保育所がカルテルを組み、新規参入を阻もうとする現象が起こっているところも存在するという話を聞いたことがある。これでは認可保育所は増えず、待機児童の解消はできず、保育の質の向上にもつながらない。足を引っ張り合う競争ではなく、お互いを高めあうための競争が行われなければならない。よって規制緩和とともに、新規参入者の活動が阻害されない環境整備をする必要もある。認可を行う自治体は、新たな保育所の設置に際して他の保育所からの口出しを認めず、公正に判断を下すというような対処を行うべきである。

4．保育サービスへの民間参入

　私は保育所の設置など、保育サービスへの民間参入には賛成である。これまで述べたように、民間参入の促進により保育所を増やすことができ、競争によって保育の質の向上も図ることができると考えられるからである。現在では、保育所設置への民間参入だけではなく、公立保育所の民営化という動きも出てきており、保育サービスを民間に委託する方向に動いている。

認可保育所の運営は自治体の公費負担で賄われている。保育所の拡充が求められる中で、認可保育所を増やし、運営していくことは、自治体の財政的負担が増えることにつながる。自治体の負担が増えるということは、住民の負担が増えるということでもある。保育サービスの充実を図らなければならないとは言っても、保育分野にのみ公費を投入することはできない。よって、民間参入の促進や公立保育所の民営化をすることで自治体の負担を軽減する必要があるのではないだろうか。また、保育所利用者の多様なニーズに対応するためにも、民営化を進める必要があるのではないだろうか。

保育サービスへの民間参入、公立保育所の民営化に関しては、当然のことながら反対意見もある。保育は福祉であるが、民間参入によって営利的なサービス・ビジネスになってしまう、コスト削減のための努力によって保育の水準が下がる、民営化は保育の公的責任を後退させるものである、というのが反対意見の主なものである。

　確かに、営利目的で参入してくる業者が現れる可能性はある。しかし、そういう業者が保育所同士の競争の中で生き残っていけるとは思えない。現在では、保育所が絶対的に少なく、質の低い保育所に子どもを預けざるを得ない、そしてそこで事故が起きるということがあるが、保育所の拡充が進み、保育所同士が切磋琢磨し合うようになれば、悪質な業者は排除されていくだろう。

保育の水準も、民間の保育所では保育士や職員の数が少ないということによって懸念されているのだろうが、生き残っていくためには保育の質を落とすことはできないはずであり、民営化されたからといって水準が下がるとは言えないのではないだろうか。ただ、これはあくまでも現在の最低基準を維持していく場合でのことである。民間参入を進めるために保育所が満たすべき最低基準の緩和が行われた場合には、高い水準の確保は多少難しくなるかもしれない。基準は、小さな子どもを保育するために必要な最低限の基準であって、それを上回るのはいいが、子どもの安全のためにも下回ることがあってはならない。よって、最低基準の緩和による民間参入の促進は行うべきではないと考える。

保育の公的責任ということであるが、私は、保育サービスを民間に委託することで行政の公的責任が後退するとは思わない。保育サービスの実施そのものは委託したとしても、保育所の設置・運営にはやはり、行政からのある程度の補助が必要ではないだろうか。また、基準が守られているか、適切な保育サービスが行われているかどうか（保育の質が一定以上保たれているかどうか）をチェックし、問題のある保育所に対しては指導をしていく責任も行政にはあるはずである。これまで行政は、保育サービスを行う以前の段階での規制に力を入れてきたように感じる。今後は、規制にではなく実際に行われているサービスに対するチェックをどのように行っていくかに重点を置き、保育サービスの充実につなげていくべきである。

5．無認可保育所

　これまでは、認可保育所の拡充、公立保育所の民営化について述べてきたが、ここで無認可保育所について考えてみたい。

　無認可保育所は、自由に開設でき、自治体への届け出もいらない。様々なサービスを行っており、ニーズも高まっている。しかし、コストを抑えるために保育士の数が児童福祉法で定められた最低基準を下回るところも多く、保育室が狭いところも多いようである。そのため、保育の質が認可保育所に比べると劣る場合があるが、入所しやすいために、認可保育所に入れない子どもの受け皿となっている。認可では対応しきれない保育サービスを提供しているということからも、無認可保育所が果たしている役割は大きいというのが現状である。待機児童の解消のためにも、無認可保育所の活用は必要である。よって、保育を保ち、さらに向上させるため、保育環境を悪化させないためにも、その運営に自治体が関与していく必要があるのではないだろうか。

　まず、届け出を出さずに開設できる現状を改め、届け出をすることによって自治体が実態を把握するべきである。また、指導監督を強化するべきである。児童福祉法59条には、無認可保育所に対する自治体の指導監督の義務が定められている。しかし、無認可保育所での事件・事故を見るかぎり、自治体による指導監督は不十分であると思われる。

　無認可とはいえ、保育所であることに変わりはない。安心して子どもを預けることができるよう、認可保育所と同様に指導監督を行う必要があるのではないだろうか。認可を受けられる基準を満たしてはいないが、それでも無認可として開設し、保育サービスを行っているのは、それだけ保育所（認可）が足りず、求められているからである。それを踏まえた上で、無認可保育所への対応を考えていく必要があるのではないだろうか。

6．今後の保育サービス

　仕事と育児を両立させるためにも、待機児童の解消を成し遂げなければならない。政府は、潜在的な待機児童を含め来年度中に5万人削減し、2004年度までに計10万人削減する方針を決めている。この数値目標が本当に達成できるかどうかは今後の政府の取り組み次第であるが、待機児童の解消を重要な課題と位置付け、実行に移していくことは非常に良いことである。保育サービスの充実を図り、女性が安心して働くことのできる環境を整備することが、政府・自治体に望まれることである。

　保育所の利用者のニーズはますます多様化している。その中で、これまでの保育の在り方を見直し、改善していく必要がある。まず、認可保育所への民間参入を進める。それと同時に、利用者がサービスを直接選び、自ら契約を結ぶことができるようにするべきである。利用者が自分の目で見て、自分の望むサービスを提供してくれる施設を自分の判断で決めるべきである。利用者が選択権を持つようになれば、保育所間の競争がより促進され、保育の質の向上につながると考えられる。またこの場合、保育所側が積極的に情報公開を行う必要が出てくる。これは利用者が選択するためには不可欠なことであるが、情報公開によって保育所が基準を守っているかどうかもチェックできる。それにより、保育全体のサービスの向上につながるのではないだろうか。保育所の対するチェックについては、行政に責任があると述べたが、各自治体がチェックのための機関を設けるというのも一つの策である。適切な保育が行われているか、保育環境が良好に保たれているかなどを調査し審査する機関を設けることで、保育の質の低下を防ぎ、保育所での虐待や事故を未然に防ぐことができるのではないだろうか。

　ここまでずっと働く女性にとっての必要性という面から保育サービス、保育所について述べてきたが、保育所は子どもにとっても重要なところである。0歳から6歳という、人間形成が行われていく最初の段階を過ごす場であるからだ。少子化が進むことによって、子どもの社会性が低下するのではないか、という懸念もある。そうならないためにも、保育所での集団生活を経験することは良いことである。そうであるからこそ、質の高い保育が求められるのである。

　保育サービスの充実は、日本が抱える課題の一つであり、待機児童の解消とともに本気で取り組んでいかなければならないものである。女性の社会進出を促進し、仕事と育児の両立を可能にするために、行政と民間企業、ＮＰＯが利用者のニーズにどう応えていくか、どれだけ応えられるかということがポイントとなってくる。利用者の声が反映され、充実した保育サービスが提供される環境ができるだけ早く実現することを期待したい。
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3)　以下、保育所については「日本保育協会」（� HYPERLINK "http://www.nippo.or.jp/" ��http://www.nippo.or.jp/�）による保育所についての説明を筆者がまとめた。





4) 児童福祉施設最低基準のこと。昭和23年12月29日制定。厚生省令第63号。保育所については第5章に規定されている。





5) 　保護者のいずれもが


　1昼間労働することを常態としていること、2妊娠中であるか又は出産後間もないこと、3疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること、4同居の親族を常時介護していること、5震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること、6全各号に類する状態であること





6) ＝今後の子育て支援の為の施策の基本方向について。企業、職場、地域社会などの子育て支援の取り組みを推進することをねらいとしたもの。対策としては、結婚・出産・育児支援、地域活動への積極的共同参画、高齢者・女性の雇用促進など。





7) ＝重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画。





8) 少子化対策の呼び水として、地域における少子化対策の一層の普及促進を図るとともに、雇用・就業機会の創出に資することが目的


　　


9) 効果について　


　� HYPERLINK "http://www.mhlw.go.jp/search/mhlwj/mhlw/houdou/0105/h0521-2.html" �http://www.mhlw.go.jp/search/mhlwj/mhlw/houdou/0105/h0521-2.html� より参照
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